
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業に係る効果検証

事業
計画
No

事業名

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係 事業始期 事業終期
総事業費
（円）

臨時交付金充
当額（円）

事業効果（実績）

1
低所得世帯支援事業【低
所得者世帯給付金】

①新型コロナウイルス感染症の拡大によるエネルギー・食糧
品等価格高騰の影響を受けている低所得世帯を支援し、地域
の振興を図る（現金給付）。
②住民税非課税世帯1世帯当たり30,000円の給付等に係る経
費
③給付金　376世帯（R5.10月末時点確定）×30,000円
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯
全住民に周知の上、申請書提出世帯に対し給付を行う。

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等に
直面する生活困窮者
等への支援

R5.7.31 R5.11.10 11,280,000 11,280,000

エネルギー・食糧品等高騰に大きく影響
を受けている低所得世帯に対し、家計負
担の軽減を行った。
低所得世帯376世帯に対し、給付を行っ
た。

2
低所得世帯支援事業（事
務費）

①新型コロナウイルス感染症の拡大によるエネルギー・食糧
品等価格高騰の影響を受けている低所得世帯を支援し、地域
の振興を図る（現金給付）。
②住民税非課税世帯1世帯当たり30,000円の給付等に係る事
務経費
③給付等に係る事務経費　2,323千円（時間外勤務手当150千
円印刷11千円、通信運搬107千円、手数料55千円、委託料
2,000千円）
Ｄその他1,323千円は一般財源
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯（376世帯）
全住民に周知の上、申請書提出世帯に対し給付を行う。

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等に
直面する生活困窮者
等への支援

R5.6.20 R5.10.4 1,217,137 940,000

エネルギー・食糧品等高騰に大きく影響
を受けている低所得世帯に対し、家計負
担の軽減を行った。
低所得世帯376世帯に対し、給付を行っ
た。

3 子育て世帯支援事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大によるエネルギー・食糧
品等物価高騰の影響を受けている保護者の皆様や家庭に対
し、その家計の下支えをするため、中学校までの子どもがい
る村内に住民票がある家庭に対し給食費及び保育園保育料を
免除。
②R5.4～R5.7月分の乳幼児（預かり保育含む）・児童・生徒
分の給食費（学校給食事業費特別会計への繰り出し、原材料
費に交付金を充当）
③給食費（R5.4～R5.7月分）　644千円（幼稚園　15人×121
円×63回、預かり保育　（4月）300円×7日×11人（7月）
300円×8日×15人、小学校（村内在住）　27人×143円×68
回、（村外在住）　2人×286円×68回、中学校（1,2年生）
9人×165円×65回、（3年生）　7人×165円×62回）※教職
員分は含まれておりません。保育料　28千円（1人×4,000円
×4ヶ月、1人×3,000円×4ヶ月）
④子育て世帯

④-Ⅰ．原油価格高
騰対策

R5.4.1 R5.7.27 602,722 602,722

乳幼児・児童・生徒分の給食費及び保育
料、預かり保育おやつ代、学童保育料を
減免することで保護者に対して負担軽減
が図れた。

4
簡易水道事業費特別会計
繰出・補助

①新型コロナウイルス感染症の拡大による光熱水費等価格高
騰の影響を受けている家庭や施設に対し、その家計の下支え
をするため本村の水道を使用するものに対し、基本料金を免
除。
②簡易水道事業費特別会計に繰り出し、R5.6～R5.11月分水
道料金の基本料金の減免に係る費用
③減免費用9,527千円（1,213件×1,309円×6ヶ月）、システ
ム改修経費990千円（990千円）
④全世帯（公共施設除く）

④-Ⅰ．原油価格高
騰対策

R5.6.1 R5.11.30 9,432,654 9,432,654
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を
受けている村民の経済活動の支援を図っ
た。



5
物価高騰村民生活応援券
事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大による、エネルギー・食
糧品等価格高騰の影響を受けている村民や店舗等を支援し、
地域の振興を図る。
②1人当たり500円券10枚綴り給付に係る経費及び応援券作
成、送付等に係る経費
③応援券　7,805千円（1,561人×500円×10枚）
　作成等に係る事務経費　893千円（報償30千円、消耗品50
千円、印刷402千円、通信運搬411千円）
④全住民

④-Ⅰ．原油価格高
騰対策

R5.6.13 R5.12.25 8,269,915 6,691,624

村内事業所で使用出来る応援券の発行に
より、物価高騰の影響を受けた地域経済
の活性化が図れた。
応援券換金額：7,505,000円

30,802,428 28,947,000合計


